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は　じ　め　に　　　　　　　　　　　　(

臨時教育審議会の『教育改革に関する第2次答申』,それを受けて行われた教育職員養成審議会

の答申『教員の資質能力の向上方策等について』 (昭和62年12月)そして翌年からの『初任者研修

の試行』,昭和63年5月｢教育公務員特例法改正｣ (初任者研修の制度化)同年12月の｢教育職員免

許法改正｣と矢継ぎ早に,教員の資格･養成や任用に関する制度の大変革が行われた｡

これらの答申(政策)がどのような政治的文脈において生み出されてきたか,またそれがどのよ

うな現実的な意図をもっているかについては,すでに多くの論究･批判がある｡筆者もこれらの政

策に対して本質的な批判を持っているが,それらの政策や法を直接対象として批判･検討すること

がここでの主題ではない｡この小論は,これらの政策と制定法が建前としている｢理念｣を論の前

提として理念の内容を検討すること,政策･法が行政施策として実施された｢現実｣をその理念に

照らして検討するという方法をとる｡それは教育における｢政治｣と｢行政｣の矛盾を析出し,

｢行政｣の基本的な課題を明らかにする一つの有効な方法であろうと考えるからである｡

Ⅰ教師教育の政策理念-臨教審第二次答申と教育職員養成審議会答申

今回の教師教育政策の展開は,直接には臨時教育審議会第二次答申(昭和61年4月)に根拠を置

いているので,まず,第二次答申についてその基本点を確認しておこう｡ (文中の下線は引用者が

付けたものである｡)

答申の第2部第3章｢初等中等教育の改革｣第3節｢教員の資質向上｣は4項目の提言をしてい
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るが,その基本的な考えは次のようである｡

(1) ｢教員養成･免許制度の改善｣は,その説明の冒頭で『教員の資質向上については,これか

らの教員に必要とされる資質を吟味し,それらを大学における教員養成に期待すべき内容と,逐旦

後における初任者研修あるいは教員の各ライフステージの現職研修において修得すべき内容とに整

理する｡この場合,大学の養成においては,幅広い人間性,教科･教職に必要とされる茎壁堕･些

論的内容と採用後必要とされる実践的指導力の基礎の修得に重点を置き,採用後の研修においては,

それらの上に立ってさらに実践的指導力を向上させることに重点を置くこととする』と述べている｡

これは直接には,教職免許法に係わっての提言であり｡その法改正の趣旨において『教員養成段

階での教科･教職科目の内容については,近年の児童･生徒の状況や教育内容の変化に対応するよ

う,精選も含めてその見直しが必要である｡ (中略)各大学が教育内容について独自に工夫,改善

し得る余地を増大することが望ましい｡』と述べていた｡

ここには従来の教員養成政策の,教育の｢現実｣に密着し,それに即応する教育活動能力(いわ

ゆる即戦力-実践的指導力)を期待する｢完成的教師観｣とは,明確に異なる見地が認められる｡

それは教師の資質能力の形成･発展を段階的に把握する見地であり,学校教育の現実の必要に即応

する実践的指導力の育成を革接に大学の教員養成教育に求めず,大学における教員養成に期待すべ
I

き内容を｢基礎的･理論的｣なものとしておさえている｡それはまた免許法が教員養成教育の内容

基準を規定するにあたっても,上記の大学教育の｢基礎的･理論的｣な性質をふまえて,内容の精

選と充実に大学独自の工夫,改善ができるよう制度的な自由を増大すべきことを求めているのであ

る｡それは,教職免許法の基本的法理念に係わるものであるとともに,教師教育の全体(養成･採

用･研修)に貫かれるべき基本的な理念と言うことができる｡

このように教員養成と免許制度の改善では｢教職の専門性｣を高めることを強調しながら,他方

では『社会人の活用』ということで『特別の免許状制度を創設』することや, 『免許状を有しなく

ても･--授業を担当し得るよう免許制度上の特例措置を講ずる』など,事実上無資格者を教員とす

る方策を提起した｡これは教職員免許法の根本理念を自ら否定するものである｡

(2) ｢採用の改善｣は, 『教員としてふさわしい資質を備えた人材を確保するこ.とは,重要な課題

であり｡教職への第一歩をなす採用の在り方を改善する必要がある｡ア.教員としての能力適性等

を多面的にみるため,選考方法の多様化を図る｡ィ.教員採用スケジュールについては,一般のル
I

ールに従い,その早期化を図る｡』としている｡以下に,その方法の具体的な例示があり,それは

(1)の教師の資質能力の発展的な見方と矛盾した答申の教師観をうかがわせるものがあるがここで

はそれに立ち入らない｡それは,この答申は内閣総理大臣にたいする国の教育施策についての政策

的提言であって,地方教育行政の専権的事項(教員採用)にたいして直接的な効力を有せず,これ

らの選考方法等に関する具体的な提言は,政治的な発言以上の意味を持たないとみることができる

からである｡この答申は,教育行政における国の責務と地方の権限について現行教育法制の原則を

認識していないようである｡
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教員採用自体は,地方教育行政の権限･責任に属することであるが,答申が｢採用の在り方を改

善する必要｣を認めたことは,地方教育行政がその改善に必要な条件整備を国に要求した場合に,

その要求に国が応える義務を課したという意味はある｡教育採用の在り方を国の政策として改善し

ようとするならば,地方教育行政の教員採用施策についてあれこれの思いつきを述べることではな

く,地方教育行政が教員採用においてぶつかっている困難を打開するために国が為すべき有効な政

策を提案することである｡後に地方教育行政についての検討で具体的に示すが,教員採用における

根本的な問題は,学校が必要とする教職員数を正規の採用で充足することを抑制せざるを得ない状

況があることである｡それは｢公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法

律｣とそれに基づく国の教職員給与費国庫負担の算式などにより財政的に保障される教職員数が,

児童生徒数の減少等のさまざまな事情によって変動するため,将来において一定の教職員数を確保

しうる保障がないからである｡教職員を安定的に雇用できる財政的保障こそわが国の教員政策にお

いては根本的である｡優れた人材を教育界に迎えるためのもっとも基本的な雇用政策を欠いたこの

政策は,政策の名に値しないと言わざるを得ないだろう｡

(3) ｢初任者研修制度の創設｣は, 『教職生活へのスタートに際して現職研修を行い,新任教員が

円滑に教育活動へ入っていけるよう援助することは重要である｡』といい, 『このため(中略)新任

教員に対して,実践的指導力と使命感を養うとともに幅広い知見を得させるため, (中略)初任者

研修制度を導入する』と述べている｡前半がこの制度の基本趣旨であり,後半はその研修内容を示

すものといえる｡しかしこの後半部分は, (2)で指摘したと同様の意味で｢初任者研修｣の実施内容
∫

自体は基本的に地方教育行政の権限に属することであるから,答申としての効果はないであろう｡

制度の趣旨として意味を持つのは前半部分である｡そのことは,これに続く説明で『提案は,新任

教員が円滑に教員活動に入っていけるよう援助しょうとするものであるので,いたずらに教員希望

者や新任教員に対して不安感を与えることのないように配慮しなければならない』と述べている通
/

りである｡

実際, ｢教育公務員特例法改正｣で付加された初任者研修制度の法規定第20条の2は, 『任命権者

は, ･･--1年間の教諭の職務の遂行に必要な実践的な研修を実施しなければならない｡ 2　任命権

者が定める初任者研修に関する計画は,教員の経験に応じて実施する体系的な研修の一環をなすも

のとして樹立されなければならない｡ (3, 4は指導教員に関する規定)』というもので,答申のよ

うな研修内容についての実質的な規定はないのである｡

この政策では,初任者の研修のために生ずる｢児童生徒の指導の空白｣や初任者の勤務の軽減を

補充する措置,あるいは指導教員等についての,教職員定数とそれに伴う財政上の適切な措置は考

慮されていない｡これも後に触れるように,そのためこれらの穴埋めは大量の臨時採用教員によっ

て行われているようである｡教職経験のある退職教員が予定されている初任者研修指導教員はとも

かく,これらの臨時教員の多くは未経験の新規卒業者や短期大学卒であり,これらの臨時教員はも

ちろん初任者研修を受けることもなく直ちに児童生徒の教育にたづさわることになるのである｡こ
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れは｢教員の資質向上｣が児童生徒の教育の改善･充実を根本目的とするものであるという観点か

らみて,全く矛盾した政策と言わざるを得ない｡

(4) ｢現職研修の体系化｣は, 『教員の現職研修は,各学校の日常の教育実践と結びついて行われ

る校内研修を基盤として, --･教職生活の一定年限ごとの研修制度の整備を図る｡』とし, 『今後と

も大学院での現職研修の充実に努める必要があり,大学院の修士課程を現職研修や教員養成の過程

の中に適切に位置付け』ることを求めている｡しかし,この政策を保障するために必要な財政的な
ヽ

裏付け,教職員の研修定数の拡大については具体的に触れられていない｡

教育職員養成審議会は昭和62年12月に『教員の資質能力の向上方策等について(答申)』を出し

た｡･それは臨教審答申を踏まえて『教育の質的水準を高めるために,従来にも増して,教員の資質
】

能力の向上を図ることが強く要請されている』とし,これに応えるために『教員養成課程における

専門性の一層の充実を図る』 (はじめに)ものであるとして,免許制度･初任者研修制度等につい

て具体的な法改正を準備した｡

臨教審答申と教養審答申は,その基本理念において本来一致するはずのものであろう｡確かに

『教養審答申』の｢はじめに｣では, 『教員としての資質能力は,養成･採用･現職研修の各段階を

通じて形成されていく』という把握を示し, ｢第1教員の養成･免許制度の改善｣の冒頭で『大

学がそれぞれの特色を生かして教員養成を行うという開放制の原則を踏まえつつ, ･--大学におけ

る養成に引き続き,新たに初任者研修制度を実施に移す必要があるとの認識を踏まえつつ』と述べ,

『教員養成課程において,教科･教職についての墨壁旦･理論的内容と広い教養,そして実践的指

導力の墨壁を確実に身につけさせる』こと確認している｡

しかし,その具体的な方策の提案においては,かなり矛盾する面がみられる｡免許状の免許基準

の引き上げ,専修免許状の創設などは,総じて教職における専門性の尊重と強化を図る趣旨である

とされている｡これらの政策でいう｢教職の専門性｣は,教師に必要な資質能力を学校種別･教科

別で異なるものとして捉えるものである｡教員養成教育の制度的枠組を｢課程制｣とするのも,そ

の課程を学校種別･教科別に定めることも,教員免許状の種類を学校種別･教科別に定めることも,

教職の専門性をそのような区別において捉えるからに他ならない｡このような教職の専門性の認識

は今回の答申においても変更されていない｡ところが,答申は制度の弾力イヒと称して『小学校及び

中学校の教諭の普通免許状を同時に取得することができるようにするため』に教職に関する専門教

育科目に『その教授内容を工夫』することを求めたり,免許基準を無視した『特別免許状』の創設,

『免許状を持たなくとも非常勤講師になることができる』制度の創設を提言している｡これらは,

免許制度の｢教職の専門性の保障｣と｢免許状主義｣の基本理念,政策の｢教職の専門性-課程制,

免許種別｣の観念を自ら否定するものである｡

また, ｢免許基準の改善｣では, 『教職に関する専門教育科目を弾力的に開設することができるこ

とをより明確にするため,現行の教職に関する専門教育科目の表現を履修すべき分野やそのねらい

等を明らかにするように概括的な表現に改める』としながら,内容を示した表現で科目を分割して
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それぞれを必修化し,実際はかなり窮屈なものになっている｡また, 『実践的指導力の向上を図る

生壁,特に｢教科教育法に関する科目｣, ｢保育内容に関する科目｣, ｢道徳教育に関する科目｣, ｢生

徒指導に関する科目｣又は｢教育実習｣などを■担当する教員に幼稚園･小学校･中学校又は高等学

校等での教育経験を有する者をできる限り活用する必要がある』という大学教育の基本的性質を無

視した,きわめて卑俗な｢実践的指導力｣の強調が主張されている｡

｢修士課程の修了程度を基礎資格とする専修免許状｣についても,それが真に『教員の現職研修

に対する自発的な意欲を喚起する』ことを期待するものであるならば,当然そのような現職研修の

拡充を可能にする国としての条件整備が伴わなくてはならない｡即ち,大学院の設置の促進や教職
/

員の研修定数の枠の拡大とその財政保障などが必須であるが,この点についての具体的な政策は示

されていない｡

このように,臨教審答申の｢政策｣はその内容において根本的な矛盾を含み,その建前としてい

る『理念』自体を実現する上で国が責任をもつべき点については実効ある政策を欠いている｡そし

てその『理念』さえも教養審答申においては,かなり根本的な点で｢変容｣している｡それは全般

的には従来の文部行政の教員養成観(教師観)を色濃く反映するものとなっているが,それは同時

に上記に指摘したように,極めて｢現実即応的｣な施策を提起することによって｢理念｣としての

｢建前｣さえも放棄し教員養成行政における｢課程制｣の制度理念を自ら否定する結果となってい

るのである｡それは恐らくは,文部省が政策審議会の相対的自律性･独立性を否定してコントロー

ルしてきたことの結果であろうと推察されるが,その間題はさておき,ここでは政策(答申)の理

念1)が,具体化の過程において大きく変容していることを確認するにとどめよう｡

ⅠⅠ教育行政の｢教員の資質向上｣施策の展開
l

Ⅰ　で示した政策(演)の理念が,教育行政においてどのように具体化されているかを検討する

ことが,以下での主題である｡

現代教育行政は,法治主義の原則に立ちながらも,かなり大幅な行政裁量が容認され,経営的機

能を増大させている｡行政は,事実上の政策形成と政策の実施の両面の機能を持っている｡そこに

行政の教育法認識･解釈の妥当性や政策的判断と経営的な計画･管理の｢専門的技術的｣能力の有

無や質が,行政のありように大きく影響することになる｡行政の思惟と行動はしばしば｢官僚的･

権力的･画一的｣と非難されるが,それは行政的専門的な能力の弱さに基づく場合が多く行政に固

有の欠陥であるとは言い難い｡もちろん行政の主体は,国家あるいは地方公共団体という｢権力｣

であり,そこに本質的で根本的な制約があるが,教育の現実に直面しそこに生起している問題への

対処に責任を取らざるを得ない行政として,制度的には現実の要請に応えうる権能をかなり持って

いる｡行政にそのような可能性を期待することが現実的であるかについては反論も予想されるが,

そのような可能性において教師教育に関する教育行政の現実を吟味しょう｡
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1　国の課程認定行政の矛盾

免許法の改正にともなう教員養成課程の再認定と新規認定が現在行われている｡課程認定という

行政行為は,大学の学部･学科等が｢免許状授与の所要資格を得させるための課程｣として,免許

法の定める免許状の取得に必要な大学教育の専門教育科目の履修を可能にする教育課程と教員等の

諸条件が充足しているかどうかを基準に照らして認定することである｡

開放制のもとでの教員養成の原則においては,本来,大学として必要な専門教育科目を履修でき

る条件を備えていればよいはずのものである｡文部省の近年の高等教育行政の大きな流れは,いわ

ゆる｢柔軟化･弾力化｣と称して,大学教育を個別大学のなかで自己完結的に考えず,大学間の単

位互換制度の推進,あるいは複数大学による連合大学院制度など,かなり横断的に捉えようとする

ものである｡このような大学教育の捉え方であれば,あえていえば, 1つの大学内部において必要

条件をすべて充足しなければならないと考えることさえ必要はないのである2)｡

ところが,文部行政は,昭和53年の課程認定の審査基準･審査内規等を根拠に,基本的には1学

科1免許という原則を強調し,例えば,理学部が中学･高校の理科教員の養成課程の認定を受けよ

うとするとき,学部単位では認めず,学科毎に1種類の免許状に限定し,それに必要な専門教育科

目と担当教員の条件を充足することを求めている｡そのため,例えば生物学科が理科教員の課程認

定を受けようとすると,書類上は当該学科のカリキュラムにおいて物理･化学･地学等の必要専門

科目が開講され,担当教員が配置されている形を取らざるを得ないことになる｡同じ学部であって

も他の学科で開講されている科目を受講することを認めないこのような学部教育の実態を無視した

認定のための行政指導が行われている｡また,今回の認定行政では,免許法改正における大学教育

の自由の拡大の趣旨が全く無視され,極めて硬直化した行政指導が行われ,小間切れ単位の寄せ集

めという状態を促進していることも見逃せない問題である3)｡

もっとも根本的な問題は,文部省は開放制の原則に基づく教員養成にたいして,その充実を図る

行政的な責任を一貫して回避しながら,法規遵守を形式的に要求していることである｡これまで一

般大学･学部における教員養成における困難や問題点,例えば教育実習を行うための実習校の確保

の困難,教職専門科目の教育のための教員定員の不足などについて,全く大学の努力に委ねられて
/

いる｡それは教員養成課程の認定の申請は大学が自主的に行ったものであり,大学自体がその申請

においてそれらの必要条件を具備していることを申告しているという理屈である｡しかし,国立大

学の教員定員の措置が,大学自体で可能なはずはなく,実習校問題にしても国の施策として地方教

育行政に協力を求める措置を取らないで解決するはずがない｡開放制の教員養成制度において,大

学が教員養成教育を行うことを自主的に選択することは当然であるが,この制度が多くの一般大

学･学部の教員養成を前提として成立していることを考えるならば,国としてそれらの大学に適切

な条件整備をする責任があるはずである｡
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国がそれを全く行っていない現状では,教職専門科目の教育は,学内の教育学部の協力4)を求め

るか,非常勤講師に依存することになり,実習校は学生が出身校に依頼するいわゆる母校実習とい

うきわめて変則的な実態になり,そこにまた様々な問題が発生しているのである｡このような実態

についてはよく知られているにもかかわらず,今回の再認定においても,申請書類において必要条

件を充足するように要求するのみなのである｡

このように,課程認定行政は,大学の教員養成教育の水準の維持向上という趣旨とは反対に大学

の教育能力をむしろ制約する方向に,教員養成教育の条件整備を促進するのではなくその貧困な実

態を陰蔽し改善の行政責任を回避する方向に機能しているといえよう｡

2　地方教育行政の教員資質向上施策の問題

地方教育行政(教育委員会)は文部省の強力な行政指導に拘束されるとはいえ,なお国の教育行

政にたいして一定の自主･自律性を主張しうる法的根拠を持っている｡また地方教育行政は直接に

住民･子ども･教師に接し,現実の学校教育に対して行政的な責任を負っている｡地方教育行政は

直面している教育現実にたいして適切な施策を展開するとともに,国の教育行政,政策にたいする

要求を行うことも基本的な責務であろう｡そのような観点で,地方教育行政が行っている教員の資

質向上施策の実態5)について検討する｡

(1)教員採用の実態

教員人事のもっとも基本的な課題は,学校に優れた資質能力を持つ教員を安定的に確保すること

である｡教員採用は,学校教育を適正に営むために学校が必要とする教員を充足するために行われ

るわけであるが,新規採用の数を確定することはかなり複雑で難しい仕事である｡それは現在の教

員給与財源の半額国庫負担の制度との関係で教員の定数が厳密に定められていること,この定数が

児童･生徒数から計算され,それは年々の児童･生徒数の変動によって変化すること,そのため定

数をオーバーした場合の過剰人員の給与については府県の負担になること,また退職者数の予測が

つき難いことなどから,将来の教員必要数の見通しを立てながら,新規採用数を定めなければなら

ないからである｡それは学校種や中学･高校の教科担当の問題も考慮した数でなければならないと

いう,さまざまな要因の絡み合った難しい問題である｡

現在,全国的に児童数の減少がかなり続くと予測され,教員採用状況は悪化する傾向がみられる

が,教員採用状況についての統計は不備が多く,その全貌はなかなか掴めない｡以下に示すものは

40都道府県と6政令指定郡市の教育委員会の3ヶ年の教員採用数の統計(小学校,中学校,高等学

校,養護教員,特殊学校教員)を合計したものである｡この統計は,当該県･市の教員採用数を,

正規採用と臨時採用(産休代替教員等と短期雇用, 1年雇用の教員) 4年制大学卒と短期大学卒の

別で集計した｡しかし10の県･市は大学･短大の区別がないのでそれは大学卒に含めて集計したた

め,短大は実際より少なくなっている｡また9の県･市は臨時採用についての集計がないので,臨
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46　都道府県･政令指定都市の最近3ヶ年の教員採用状況の集計表(差は61年-63年)

年 度 正規採用(大学 :短大) 小 計 臨時採用(大学 ‥短大) 小 計 計 (大 学 : 短 大 ) 総 計

1961 26 ,056 1 ,430 27 ,486 28 ,484 3 ,593 32 ,077 54 ,540 5 ,023 59 ,563

62､ 24 ,673 1 ,441 26 ,114 28 ,750 3 ,586 32 ,336 53 ,423 5 ,027 58 ,450

63 22 ,947 1 ,262 24 ,209 27 ,962 3 ,729 31 ,69 1 50 ,9 09 4 ,991 55 ,9 00

差 - 3 ,109 - 168 - 3 ,277 - 522 + 136 - 386 - 3 ,631 - 32 - 3 ,6 63

時採用も少なく集計されている｡

採用総数は年々減少し, 63年度は61年度より, 3,663人の減少である｡その減少は主に大学卒者

の採用減(3,631人)であり,また正規採用数の減(3,277人)である｡短大卒の臨時採用はこの間

136人増加している｡このように,正規採用を抑え,大学卒からの採用を抑え,かえって短大卒の

臨時採用を増加させているのである｡

こうして,正規採用と臨時採用の割合は年々悪化している(61年度1 :1.17　62年度1 :1.24

63年度l :1.3D　また,全採用数における短大卒の%も年々増大している(61年度　8.4%　62年

度　8.6%　63年度　8.9%)このような状況は極めて異常であると言わざるを得ない｡

教員の資質向上を叫び,教職の専門性を高めるため免許法を改正して,短大卒の基礎資格では不

十分として研修を義務付け,資格基準を高め,さらに,初任者研修制度を創設して教師の教育力を

高める政策を進めている際に,身分の不安定な臨時教員を正規教員より3割も多く採用したり,多

数の大学卒の教員希望者が就職難に苦しんでいるとき,あえて資格の不十分な短大卒者を大量に採

用するというのは,教員の資質向上の政策に全く反することである｡

一般の企業や一般公務員において,正規の職務の担当者を正規採用者数を大きく上回る臨時採用

でまかなうなどは到底考えられないことである｡まして専門的な職務の担当者をこのように不安定

な状態に置いて,使命感を要求し,力量を求めるというのは,通常の人事の考え方としては全く異

常なことではなかろうか｡今日多くの企業が有為な人材を求めて,労働条件の改善に努め,また,

労働力の定着を図るためにさまざまな努力をしているとき, ｢教員の資質向上｣を至上命題として

いる教育界のみが, ｢将来の保証のない｣臨時採用で必要な教員の半数以上を充足するという劣悪

で一方的な雇用政策を取り続けて,そのことの異常さに気付いていないのである｡このような教員

採用の政策ではたして教育界に有為な人材を吸収できるであろうか｡今日そのような劣悪な条件に

おいてもなお多数の教職希望者がおり,臨時教員を採用できるということに安住するならば,開放

制の教員養成においては,教職希望者の質を悪化させることに帰結せざるを得ないであろう｡

短大卒の採用数が増大していることも,教職の社会的な地位の低下をもたらし,教職の専門性を

強化しようという大きな歴史的な流れに反するばかりでなく,この度の免許法改正の趣旨に反する

ことは明らかである｡それは地方教育行政自体が法の精神に反した行政を行っていることになろう｡

また,実際上の問題としても短大卒の2級免許状(新免許法では2種)はやがては行政の責任にお
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いて上級免許状を取得できるように｢研修｣させなければならないのであるが,このように大量の

2種免許状資格者をかかえることは,人事行政においても研修の財政問題としても後年に大変厄介
l

な問題を抱え込むことになるわけであるが,これについてはどのような見通しをもって行っている

のであろうか,はなはだ疑問である｡教育行政には雇用政策における基本的な常識が欠如している

ように思われるのである｡6)

このような事態が生ずるのは,先に指摘した児童生徒数の減少による教員定数の変動や初任者研

修制度などのためであると推測され,基本的には国の責任に帰することであろうが,地方教育行政

がこの状態を異常なものと受け止めているかどうかも問題であろう｡これまで地方教育行政がこの

改善のために国にたいして強く要求したということは聞かれないのである｡

(2)教員採用の方法における問題

教員の採用において,優れた教員候補者を採用することは当然のことであるが,その場合どのよ

うな資質能力に着眼するかが問題である｡この点において従来から問題とされていることは,採用

者側の｢望ましい教員の資質能力観｣がきわめて｢近視眼的｣であるということである｡教員の資

質能力を将来の発展可能性の展望にたって評価することよりも,いま直ちに教壇にたって教育活動

をしなければならないということを強調し, ｢実践的指導力｣なるものを求めて教育実習に実践力

の形成を強く期待してそれを特別に評価しょうとしたり,現在の子どもたちの問題状況から｢教師

の統率力｣を求めてクラブ活動や社会奉仕活動の経験を重視するなどの傾向である｡それは｢出来

上がった教師｣を期待するものである｡

しかし,このような考えは,教師の成長の観点やその成長の基礎となる資質や能力についての客

観的な判断を欠いているように思われる｡どのような職域においても,とくにそれが専門的な力量

を期待される職業においては,入職時に求められるものはその職業活動の基礎となるものであり,

実際の職務能力は初任者の研修,そして中期的な研修などを通して形成することを当然のこととし

ている｡雇用者側はそのような教育訓練を行う計画と体制を持ち,新規採用者にたいしては中途半

端な実務能力はかえって有害であり,むしろ入職後の研修を吸収しうる基礎的な能力に注目するの

である｡教職は一般企業とは異なり,教員の成長は基本的には自己研修,自己啓発によるべきもの

であるが,その発展の基本的な過程-ステップは同様であろう｡医師にしても法曹界においてもそ

うである｡ひとり教師のみが｢専門職｣とされながらそれに相応しい処遇が準備されず,直ちに一

人前の活動を要求されてきた｡そしてそのような在り方を当然と見倣し,そのような状況を前提と

して採用選考が行われているのである｡

初任者研修制度は,.その本来の趣旨からいえば,上記のような専門的な職務能力形成の一般的常

識がようやく教職に導入されたとみるべきものであり,また,そのような趣旨において運用される

べきものである｡筆者が,初任者研修制度と教員採用の在り方との関連を重視するのも,従来の教

員採用における考え方を転回する重要な制度的基礎がこの初任者研修制度に含まれていると見るか

らである｡初任者研修制度の法制化は,教育行政当局にそのような初任者研修制度の法理念を踏ま
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え教員人事行政を実施する責務を負わせているのである｡このように考えるならば,教師の基礎的

な能力,将来の教職的能力の発展の基礎となる理論的学識を育てる大学の教員養成の基本的な性質

や制度の特質を尊重することの重要性は明かであろう｡教員採用の方法や選考の基準は,この大学

教育の特質を適切に考慮し,養成教育の成果を適正に評価することを基本とすべきものである｡こ

のような観点で,地方教育行政当局が行っている教員選考の実態をみると,選考方法に見られる

｢教員の資質能力｣の見方は,依然としてすぐ使える｢実践力重視｣であり,また使命感や意欲な

どの特定の人格特性を重視するもの,そして面接の重視や教員の適性診断の導入など,教師として

の｢適格性｣への注目などであり,それらは総じて主観的情緒的な評価の慣れのあるもので,大学

における教員養成教育の成果を適切に評価する観点はきわめて希薄であると言わざるを得ない｡

(3)教職の専門性の軽視

教職免許法は,教師の基礎的な教職的専門能力を保障する性格を持っている｡改正された免許法
■

の内容にはさまざまな問題があるとしても,免許状においてその基礎的な教職的専門能力を公証し,

免許状の所持を教職に就く基本的条件とする｢免許状主義｣は,基本的な原則として尊重されなけ

ればならない｡現行の｢課程制｣による教員養成制度は, 1つの課程において1種類の免許状を取

得する教育が行われることを原則とし,その課程の名称となっている免許状が期待する専門的な資

質能力の基礎を十分に形成することを目的としている｡教員の採用や配置はこの免許状主義の基本

理念の尊重を原則として行われるべきものであることは言うまでもない｡

ところが,多くの教育委員会は教員採用において｢応募者に免許状の複数所持を希望｣し｢教員

採用において,免許状の複数所持者を有利に取り扱う｣という巷間の風聞があり,従来から,教員

希望者は就職条件を有利にするため,自己の所属する課程以外の他種の免許状を取得しょうとする

･傾向があった｡そのため,複数免許状を取得しょうとすることが学生の学習を散漫なものにし,教

員養成教育における｢課程制｣の趣旨と教育機能を著しく阻害してきた｡今回の免許基準の引き上

げにより,この複数免許状の取得はかなり困難になることも予想されるが,採用者側が複数免許状

所持を希望する実態が続くならば,学生の複数免許状取得の動向はかわらないであろうし,制度と

の矛盾は一層深刻になることが予想される｡

現在,中学校で3学級以下の小規模校が39%もある地方もあり,現行法の教員の定員では一人で

複数の教科を持たざるをえないこと,学校規模,年齢構成,教職経験,地域の特色などを考えた教

員配置,あるいは校種間の人事交流を積極的に進めるためなど,教育委員会が｢複数の免許状の所

持を希望する状況｣は,依然として変化していない｡そのうえ,児童･生徒数の大幅な減少の予測

があり,教員定数の不安定性は一層強まっている｡多くの教育委員会は｢採用選考において複数所

持者を特別に扱わない｣としているが,このような状況のもとでは,教育委員会が｢本音｣におい

て｢複数所持｣を希望することも理解できる｡しかし,それが採用に有利に働くとしたら,それは

教員養成の基本を歪めるものと言わざるを得ないだろう｡地方教育行政は,教員採用において｢複

数免許状の所持を希望｣せざるを得ない状況が,教員候補者や大学の養成教育に与えている深刻な
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否定的な影響を直視し,そのような｢教職の専門性｣を否定する状況の改善のために努力する責任

があろう｡現状の主要な責任は国の教育行政にあることは明らかであるが,そのような現状をやむ

を得ないことと安易に肯定する傾向(それは教職の専門性の軽視と表裏をなしている)が教育委員

会自身にあることもまた否めない｡例えば,特殊教育の教員養成はかなり整備されてきているが,

教員採用の場面ではその専門性についての尊重は十分でない｡特殊教育の免許状所持者を対象とす

る採用試験をしている教育委員会は全国で%程度であり,また,特殊教育の免許状を所持しないも

のを特殊学校に配置することも多く,そのような場合にもほとんどの教育委員会はそのための研修

をさせていないのである｡

(4)初任者研修制度についての認識

初任者研修制度は,本来,大学における専門職への基礎的準備的教育が形成する｢資質能力｣と

実際の専門職に求められる基礎的実務的能力とのギャップを埋める制度である｡従来,このギャッ

プを緩和する制度的な仕組みはなく,そのこともあって,ともすれば学校現場は大学にたいして

｢すぐ教壇にたって教えることのできる教師｣を期待し,大学教育において実践的指導力の育成を

求める傾向が強かった｡この意味で初任者研修制度がその本旨にふさわしく実施されるならば,大

学における教員養成教育にたいする要望も,いわゆる｢即戦力｣といった発想からではなく,将来

に向かっての教師の成長を展望しながら,その土台としての大学教育の意義を踏まえたものとして

提起されるようになることが期待できるし,また,初任者研修制度を教育の現場の必要に即して実

施するならば,この制度の構想の段階で危倶された問題もそれなりに解決できるであろう｡

教育委員会の初任者研修制度の趣旨についての理解は, ｢教職生活へのスタートに際して現職研

修を行い,新任教員が円滑に教育活動に入っていけるように援助することに主眼がある｣ (34)と

するものが多く, ｢初任教員は,教師としての基礎的力量においても不十分であるから,これを補

うことにこの制度の主眼がある｣ (5) ｢初任教員は,教師としての基礎的力量は十分であっても,

実践的な力は不足しているから,実際に即して系統的に教え,訓練することにこの制度の主眼があ

る｣ (7)といういわゆる｢実践的な教育訓練｣という理解は比較的少ないようである｡
二｢

しかし,制度実施における力点として｢ア　初任者が実際の教育活動のなかで経験する困難に,

指導教員が具体的に助言･指導すること｣ (5)と｢イ｢初任者のための研修計画｣に基づいて丞

艶堕･組織的に研修させること｣ (13)と｢り　どちらが主とはいえない｣ (22)の選択を求めると,

基本趣旨に近い｢ア｣よりも｢イ｣が多く選択され,多くは｢ウ｣という意見である｡それはこの

制度が実際に実施されている内容や性格が,かならずLも｢ア｣の考えが基本に据えられていない

からではなかろうか｡文部省から示された研修計画の内容や構成は｢イ｣を骨格とするものであり,

教育委員会の研修計画もその文部省の示した雛形を忠実になぞったものが多いのである｡

初任者研修の内容には, ｢通常,大学で教育されていると考えられるものと重複する講義や教養

的な講演などが,かなり含まれている｣と言われているが,それについての教育委員会の考えは

｢重複することがあっても,基本的な事項については,実践的に再学習させることが必要である｣
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(37) ｢不可欠なものが大部分である｣ (4)というものが大多数で, ｢もっと精選すべきで｣ (2)

という意見はきわめて少ない｡

筆者がこれまで調査した結果では,初任者研修の研修内容は,教師教育の全般をおおうきわめて

ひろい領域で,それぞれの項目は確かに教職において必要とされる内容であろうが,あまりにも総

花的であり,そこにはこの制度の基本趣旨から研修内容を選択し構成するという観点はほとんど感

じられないのである｡そのことは,研修スケジュールについても, ｢初任者研修の内容はほぼ決め

られているから,それにあわせて初任者の職務や授業時間などを軽減する｣ (28)という意見が多

いことにもうかがえるように,文部省の示した枠に拘束され,地方教育行政が自らの責任において

内容を構想する姿勢がきわめて弱いのではないかと思われる｡筆者の基本的な観点からいえば,初

任者研修制度は確かに国の制度として作られてはいるが,教師の研修については地方教育行政の権

限事項であり,その内容をどう構成し実施するかについて,それぞれの教育委員会の独自の見識と

判断が発揮されるべきものと考えるのであるが,いくつかの少数の事例を除いてはそのような教育

委員会の見識は見られない7)0

(5)大学の養成教育との関係

教育委員会が大学の養成教育をどう理解するかという問題は,教員採用の在り方に大きく関係す

るとともに大学の教育自体にも影響を及ぼしている｡そして教師教育を生涯的に捉えるという観念

の定着とともに,否応なしに養成教育を担当する大学と現職教育に係わる地方教育行政との関係は

密接にならざるを得ない状況である｡すでに教員の資質向上連絡協議会が設けられ,教員の養成･

採用･研修をテーマとする意見の交流が行われているが,教育委員会･学校長と大学の問題把握の

発想や意見にはかなりのくいちがいがある｡また,教員養成系の修士大学院の設置に伴い,大学側

の現職教員の大学院への受け入れ問題や教育委員会側の現職教員の大学院研修のための条件整備が

大きな問題となっている｡特に専修免許状の創設により研修制度の問題としても大学との関係を位

置付ける必要が生まれている｡このような問題について教育委員会はどのような認識をもっている

であろうか｡それをいくつかの点で探ってみょう｡

教育委員会は,初任者研修制度の実施のなかで大学の教員養成教育にたいする考えを変化させて

いるであろうか｡ ｢大学でも,実践的な力を育成するようにすべきである｣という従来の考え方に

たった大学教育観とそれと関連している｢初任者研修で実践力を一層練磨したい｣という意見

(27)は依然として多く, ｢基本的には,大学では基礎的･理論的学習を重視すべきである｡ 『初任

者研修』で実際に即した導入教育をする｣ (15)という意見もかなりでてきてはいるがまだ少数で

ある｡

大学と教育委員会の関係については, ｢それぞれに教師教育以外の役割･責任があり,その立場

に違いがあるから,あまり組織的な関係を持つことは考えない｡個々の問題で連絡･協議･協力を

考えればよい｣ (26)あるいは｢地方教育行政としては,専門家の助力が必要な事柄に関して個々

の大学教員の協力が期待できればそれでよい｣ (3)というゆるやかな関係を考えている委員会が
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多く, ｢教師教育においては地方教育行政当局は大学と組織的な関係を持って進めたい｣ 11とい

う委員会はまだ少ない｡

これまで述べてきたように,大学と教育委員会の間にはかなり本質的な点での意見の違いがある

から,やはり現状のようなゆるやかな関係において意思疎通を積み重ねていくことが大切であろう｡

現職研修における大学院教育の位置付けについては, ｢現職教育の体系のなかに,大学院を位置

づける方向で考えたい｡例えば大学院への現職研修のための一定の予算を確保するなど｣ 28　と

いう積極的な方向を考えている委員会が多い｡しかし,専修免許状との関係をかなり意識した｢大

学院の教育は,教員の資格付与(専修免許状)の性質をもっているので,通常の現職研修の体系と

は別に考えたい｣ (ll) ｢大学院は期間等の観点から通常の現職研修の体系とは別に考えたい｣とす

る意見も少なくない｡
/

また,大学の教師教育は養成教育に留まらず現職研修にたいする関わりも視野に入れるべきだと

いう｢教師教育を,準備教育から現職教育まで一貫して考えるという観点から,現職教育の全体計

画や個々の企画について『教員養成を担当している大学』の意見をきくことあるいは大学が組織的

に関与すべきだという考え｣については, ｢基本的に反対である｣という意見はないが, ｢大学が組

織的に関与することは反対であるが,意見をきくことはよい｣ (19)あるいは, ｢基本的には賛成で

あるが,大学教育の在り方にも意見を述べることが必要だ｣ (16)というゆるやかな,相互主義的

関係が期待されているようである｡少数ながら｢基本的には賛成である｣ (6)という意見もある｡

これらの意見の違いは,恐らく大学との関係の実績を反映するものではなかろうか｡

現職研修における大学(学部段階)教育の期待では, ｢大学(学部段階)で現職研修をさせるこ

とを期待している｣ (23)委員会と｢期待していない(大学で研修することを否定しないが,現職

研修制度のなかで大きな比重を占めるものとは期待しない)｣ (18)委員会に分かれている｡

以上のように,かなり多くの教育委員会が,大学(学部,大学院)における現職教員の研修に期

待している｡経費的にも研修する教員自身にとっても地元大学で研修することは有利な面が多い｡

現在,地元大学の大学院において現職教員研修を行っている教育委員会は14を数えるが,これらは

それぞれの地方の負担において行われていると思われ,その数も年間数名ときわめて少ないのであ

る｡それは,国は新構想教育大学の大学院にたいしては現職教員の研修定員を措置して財政的な保

証をしているが,新構想大学以外の教育系大学院や一般の大学の大学院あるいは学部において現職

研修を行うための財政措置は講じていないからである｡このような国の教育行政が地方教育行政に

たいして当然措置すべきことにたいして,もっと教育委員会の要求があってしかるべきではなかろ

うか｡

注

1) ｢はじめに｣で述べたように,ここでは建前としての政策理念を確認しているのであって,それを価値

的に肯定しているわけではない｡政策にみる教職の専門性についての認識,課程制の枠組,免許状の
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捉え方などについては,筆者は基本的に批判的な見解を持つものであるが,この小論では政策理念に

含まれている論理と行政の施策の論理とを対比させて検討するという立場で論を進めている｡

2)筆者は,大学教育の柔軟化･流動化を全面的に否定するものではないが,現在進められている単位互

換制度のように一つ一つの科目をあたかも定型的な｢知識のブロック｣であるかのように扱い,大学

教育をそのような知識･技術のブロックの授受の集積であるかのように捉える考え方には疑問を持っ

ているから,本文で述べたような把握をよしとするものではない｡論理的にはそういう結論になると

いうことである｡

3)それは免許法の教育基準の規定自体に大きな問題があるのである｡例えば,中学･高校の理科の実験

について,物理･化学･生物･地学のすべての実験に｢コンピュータ活用を含む｣という条件を付す

など,教育の内容方法に踏み込んだ規定をしたり,ある一部の科目の単位を不均衡に増加させたり,

学問的に未確立の新しい科目を設定するなど,今回の改定内容は教養審など関係者の見識を疑わせ,

そこに不明朗な力が働いたのではないかという疑惑を生じさせるようなものがある｡

4)教育学部の教員定員は,教育学部の学生定員を基礎に定められており,この他学部への協力にたいし

て文部省からはなんらの援助措置もない｡そのため,多くの大学では,教育学部が他学部の教職教育

を支援する協力関係はなくなる趨勢である｡

5)ここで使用されているデータは,筆者の参加している国立大学協会教員養成制度特別委員会が行った

地方教育行政のアンケート調査によって得られたものである｡委員会の報告はいずれ公表されるので,

詳細はそれに譲り,ここではそれによる概括的な傾向について論ずるにとどめた｡アンケートに回答

した教育委員会は40都道府県と6政令指定都市の委員会で,本文中の( )内の数は,該当する委員

会の数である｡

6)この間題について,教育委員会もようやく対策を考え始めている1988年10月12日の南日本新聞の記

事にみられる教育委員会の認識と対策を紹介しておこう｡

｢県教委が臨時教員を採用する場合,教員本採用を目指す人が持ち込んだ履歴書の中から面接などを

実施して選考している｡しかし,ここ数年,経済は好景気が続き,今年は特に超売手市場,早々と内

定を出す企業が多く,いつ採用されるかわからない身分の不安定な臨時教員志願者にも影響が及んで

いる｡連絡してもすでに企業採用が決まって,赴任直前まで選定に難航することはたびたびという｡

しかも本年度から小学校で本格的に初任者研修制度が始まり,新規採用教員を校内指導したり校外研

修時に代替授業をするベテランの非常勤講師が大量に必要になった｡本年度は約200人を採用した｡初

任研は来年度に中学, 2年後は高校にも本格導入され,来年度は最低でも500-600人は必要となる,

と予測している｡

長期研修も県総合センターだけで年間50人以上,このほか国内,海外研修生もいる｡出産･育児休

暇は5月1日現在で約150人に上っている｡

こうした背景のなか,新規採用を大幅に増やせない実情がある｡県教委は, ①国の定める定数は国

庫補助を伴い,予算編成を待たないと決まらない｡しかし県の教員採用はその前に決定するため,国

の定数枠をオーバーした場合は県予算に影響を及ぼす　②中途退職者の予測がつかない　③小･中学

校は1学級40人で, 1人でもオーバーすれば2学級に分けなければならない｡転出入の激しい地域で

は,学級編成後に学級増を伴うことがある-など説明｡臨時教員に頼らなければならないという｡｣

県教委は, 『待ちの姿勢では民間産業に持っていかれる｡質の向上を図るため積極的に取り組み登録

名簿を充実しなければならない｡若年退職者にも呼びかけ,掘り起こしに努めたい』と話している｡

県教委の｢対策｣は,早目に,臨時教員の募集をするということで,従来の必要に応じて個々に連

絡するという仕方から見れば,確かによりオープンなものになるわけであるが,臨時教員を採用せざ

るを得ない事情についての対策はなにも示されていない｡例えば,初任者研修の実施に伴う指導教員,

補助教員などはこの制度の趣旨からして,本来,教員定数に含めて措置されるべきものではないか｡

それを国に対して要求すべきであろう｡また,児童･生徒数の変動に伴う定数の変動に対しては,予

備要員を定数法に定めるなど,一定の限度においてあらかじめ余裕を持たせる工夫をすることもでき

よう｡地方教育行政として問題にたいする取り組みの姿勢や発想があまりにも現状肯定的で,対症療

法的である｡
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7)多くの教育委員会は,初任者研修実施要項を文部省の示した雛形とほぼ同様の形式･内容で制定して

いるが,内容･構成ともに独自なものを制定している教育委員会もないわけではない｡その要項は,

目的を｢(地域名)の教育論議から生まれた教育への期待や教育課題に対する教師自らの意欲を基盤に,

ライフステージに沿った研修の視点に立って,豊かな人間性と実践的指導力を持つ教師の育成を目指

し,教育公務員特例法第20条の2の各項に基づく研修(以下初任者研修という)を実施する｣と定め

ている｡そして研修計画も｢学校の実情に即して計画を立案実施する｣と定め, ｢指導教員は,年間研

修実施計画を企画,立案｣するとして,できるだけ研修を学校と初任者の実情に即して行う方向を保

障する規定となっている｡

筆者は,今日の教育法制は,このような地方教育委員会の自主･自律性を基本的には保障している

とみており,現実にはさまざまな規制をうけるであろうが,教育委員会が自主性を主張するか否かは

やはり委員会の姿勢の問題だと考えるのである｡

(1989. 10. 15)


